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ま え が き 

 

新型コロナウイルス感染症につきましては、現在も流行し続けており、 

ワクチン接種が進んでいるものの、人々の健康、生活、経済にいまだ甚大な

影響をもたらしています。 

昨年度、板橋区産業振興公社では、新型コロナウイルス感染拡大により、

平時の事業活動が困難な区内企業支援策として、感染拡大防止協力金・持続

化給付金申請サポート、販路拡大に関する取組みや感染防止対策を促進する

取組みに対する助成金の創設、国や東京都の支援策をまとめた動画公開等を

実施しました。 

また、企業サポートコーディネーターを２名増員しましたが、直接の訪問

や面会が困難な状況であったため、メール、電話及びオンライン会議システ

ムを活用し、きめ細やかに区内企業への支援を行いました。 

そのほか、「いたばし産業見本市」において、従来の対面形式によるリアル

開催から初の試みであるオンライン開催に変更し実施しました。今年度はそ

れぞれの特長を活かしハイブリッド形式での開催を予定しています。 

今後も板橋区産業振興公社では、区内企業の未来をサポートするため、ニ

ーズの把握や支援事業の充実を行い、地域産業の活性化に向けて全力を尽く

してまいります。 

区や産業関連団体、信用金庫等の金融機関ほか、関係の皆様には、一層の

ご理解とご協力をお願いいたします。 

 

令和３年 8 月 

      公益財団法人板橋区産業振興公社 

理事長   坂 本  健 
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令和２年度事業報告 

 

 
※評価標語について 

 A＜目標以上＞：目標以上に事業を実施した事業 

 B＜順調＞  ：目標達成に向け順調に進捗し、事業の継続により目標達成が見込める事業 

 C＜維持＞  ：必ずしも上向き傾向ではないが、ある程度のレベルで進捗し、事業の継続により目標達成が

期待できる事 

 D＜停滞＞   ：目標に対して進展していない事業 

 

 

１号事業  調査・研究・情報発信に関する事業 

事業名 企業情報の収集・発信 

計 画 
企業及び製品検索サイト「板橋区産業データベース（一部公開）」の利活用 

（年間巡回訪問等件数（データベース入力件数） 約 1,000 件） 

実施内容 

企業及び製品検索サイト「板橋区産業データベース(一部公開)」の利活用 

産業データベース登録件数：公開 399 件 非公開 3,167 件 

移転 228 件 廃業 1,198 件【合計 ４,９９２件】 

事業費 699,086 円 【31 年度 8,684,550 円 (前年度比△7,985,464 円)】 

短 評 

評価・B＜順調＞ 

企業サポートコーディネーターによる巡回訪問等により、区内中小企業の産

業データベース新規登録件数が増加している。 

 

 

事業名 各種広報媒体の活用による情報提供活動 

計 画 

① 産業情報紙の発行（年 1 回） 

② ビジネスサポートガイドの発行（年 1 回） 

③ メールマガジンによる情報発信（月 2 回） 

④ ホームページ・SNS、新聞等、各種メディアを活用した情報発信 

実施内容 

①  産業情報紙の発行（年 1 回）   9 月発行（5,000 部） 

②  ビジネスサポートガイドの発行（年 1 回） 

3 月発行（1,000 部） 

③  メールマガジンによる情報発信（月 2 回） 

29 回発行  登録数 1,245 件 

④  ホームページ・SNS、新聞等、各種メディアを活用した情報発信 

 きたシティに広告掲載 8/1 号、11/3 号 各 10 万部 

日刊工業新聞に立地広告掲載 9/23 号、3/12 号 

事業費 1,644,000 円 【31 年度 1,750,199 円 (前年度比△106,199 円)】 
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短 評 

評価・B＜順調＞ 

産業情報紙ではテレワーク導入や、宅配事業の立ち上げ等、新型コロナウイ

ルス感染拡大の中、積極的に新しい働き方に取組む企業を取り上げるととも

に、公社の事業も PR できた。 

 メールマガジンの登録者数が昨年度末に比べ、200 件余り増加した。 

 その他｢ビジネスサポートガイド｣、新聞、SNS 等を通じて公社事業をタイム

リーに発信することができた。 

 
２号事業  経営支援に関する事業 

事業名 経営支援事業 

計 画 

① 専門家派遣（企業経営の課題解決に向けた総合相談、国・都等の補助金申請

支援、区内中小企業等が実施する勉強会・セミナー等への講師派遣など）  

250 件 

② 創業マスターコース事業 4 日×6 回（4,5,7,9,11,2 月開催） 

③ 板橋区簡易型ＢＣＰ策定支援（新規 15 社、フォローアップ支援 20 社） 

④ 人材確保支援事業（派遣 50 回、就業規則策定支援２件） 

⑤ 支援機関研修会・金融機関勉強会等の開催 

⑥ 社会保険労務士による雇用関連助成金申請サポート【補正 13 号議案】 

雇用調整助成金、小学校休業等対応助成金の申請について、社会保険労務士に

よる専門家派遣を行い、申請について適切なアドバイスを行う。 

⑦ 中小企業診断士による東京都感染拡大防止協力金・持続化給付金申請 

サポート【補正 13 号議案】 

東京都感染拡大防止協力金・持続化給付金の申請にあたり、申請予定の企業

に対し、中小企業診断士による個別相談会の開催及び専門家派遣を行う。 

実施内容 

① 専門家派遣 

派遣相談実績 395 件、セミナー２件 

内訳：中小企業診断士 198 件、社会保険労務士 70 件（人材確保・雇用関連

助成金サポートを含む）、行政書士 5 件、弁理士 3 件、弁護士 4 件、

その他コンサルタント 115 件 

国・都等の補助金申請支援（ものづくり補助金等相談会・３月実施）56 件 

動画による補助金申請解説（3 月 29 日～ホームページ公開） 

② 創業マスターコース事業 4 分野 ４日×４回 

４月・５月中止、７・９・11・２月開催  受講人数延べ 193 人 

③ 板橋区簡易型ＢＣＰ策定支援 

新規策定 7 社（他に継続支援中 10 社）、フォローアップ 18 社 

  セミナー「簡易型ＢＣＰ・事業継続力強化計画のポイント」 

（１月１３日 参加者９名 東京商工会議所板橋支部と共催） 

セミナー「事業継続力強化計画作成セミナー」（オンライン開催） 

  （１月２５日 参加者１２名） この他に団体別説明会２回開催 
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④ 人材確保支援事業（派遣 23 回、就業規則策定委託０件） 

⑤ 支援機関研修会・金融機関勉強会等の開催 

  金融機関勉強会 5 回実施 

  支援機関研修会（3 月 25 日～4 月 8 日 web 配信） 

⑥ 雇用関連助成金申請サポート【補正 13 号議案】 派遣相談実績 30 件 

⑦ 感染拡大防止協力金・持続化給付金等申請サポート【補正 13 号議案】 

  個別相談会開催実績 36 日・163 件、派遣実績 74 件 

事業費 11,986,707 円 【31 年度 5,472,498 円 (前年度比 6,514,209 円)】 

短 評 

評価・B＜順調＞ 

新型コロナウイルス感染拡大の影響を受けた事業者救済策など、各種助成金の

申請サポート窓口を開設し、多くの区内中小事業者の支援を行った。 

創業マスターコース事業は、計画していた 6 回のうち、2 回はコロナ禍のため

中止となったが、会場の環境を整え、4 回実施し、毎回、ほぼ定員が参加した。 

ＢＣＰ策定支援事業は、感染症対応を含めたマニュアルを作成し、内容を拡充

した。また、BCP の新規策定と並行し、フォローアップ支援にも注力した。 

（２号事業） 

事業名 セミナー 

計 画 
① 各種セミナー（6 回程度） 

② ビジネスセミナー等（３回程度） 

実施内容 

① 動画で解説！中小企業向け新型コロナ対策情報 

 4 月 22 日～web 公開（YouTube 動画 2 本） 

 820 回視聴 

② テレワーク導入支援セミナー 9 月 3 日現地開催、9 月７日～web 配信 

「これからのテレワーク～本当の働き方改革を目指して～」 

 22 人参加、38 人 web 視聴 

③ コロナ禍をチャンスに変える販路拡大支援セミナー 

  2 月 16 日オンライン開催  59 人参加 

事業費 312,201 円 【31 年度 389,741 円 (前年度比△77,540 円)】 

短 評 

評価・B＜順調＞ 

 中小企業の課題解決や啓発に寄与するため、テレワークや販路拡大を題材と

したセミナーを開催した。新型コロナウイルス感染症の影響により、動画やオ

ンラインを活用し、実施した。 

（２号事業） 

事業名 優良企業顕彰事業〈働きがいのある会社賞〉 

計 画 
① いたばし働きがいのある会社賞セミナー・特別講演（２回開催） 

② いたばし働きがいのある会社賞の運営（応募５社） 
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実施内容 
新型コロナウイルス感染拡大により企業の事業継続に焦点を絞った支援を優先

するため、当事業について今年度は休止することとした。 

事業費 10,755 円 【31 年度 3,356,735 円 (前年度比△3,345,980 円)】 

短 評 

評価・C＜維持＞ 

令和 2 年度は新型コロナウイルス感染拡大により事業継続に焦点を絞った支援

を優先するため、当事業については休止することとした。一方、より参加のし

やすい事業となるよう、内容の一部見直しを含めた検討を行った。 

（２号事業） 

事業名 知的財産権・ISO 助成事業 

計 画 
特許権・実用新案権・商標権・意匠権取得経費（1/3 限度額 20 万円）13 件 

ISO シリーズの取得経費（1/3 限度額２0 万円）２件 

実施内容 

特許権・実用新案権・商標権・意匠権取得経費（1/3 限度額 20 万円） 

16 件（特許権 2 件、商標権 9 件、意匠権 2 件、実用新案 3 件） 

ISO シリーズの取得経費（1/3 限度額２0 万円） １件 

事業費 1,408,522 円 【31 年度 2,092,494 円 (前年度比△683,972 円)】 

短 評 
評価・C＜維持＞ 

知財助成、ISO 助成を合わせて、ほぼ計画どおりの件数となった。 

 
3 号事業  取引拡大・交流推進に必要な事業 

事業名 いたばし産業見本市事業 

計 画 

① 区内製造業を中心としたビジネス展示会 

日程：11 月 12 日・13 日 

会場：文化会館・グリーンホール 

② 中小企業の経営革新や技術革新を醸成するセミナー、医工連携交流会等の開

催（来場者数：約 2,500 人 出展者数：約 70 企業・団体） 

実施内容 

① 区内製造業を中心としたビジネス展示会（オンライン） 

 会期：11 月 12 日（木）～18 日（水）【集中商談期間】 

    11 月 19 日（木）～12 月 18 日（金）【アーカイブ期間】 

 会場：いたばし産業見本市専用 web サイト 

 出展者数：８９企業・団体  来場者数：延べ２,０５６名 

② 中小企業の経営革新や技術革新を醸成するセミナー、医工連携交流会等の開

催（オンライン） 

 【オンラインセミナー】： 

  (1)医療系セミナー、(2)特別講演、(3)渋沢栄一セミナー、(4)かなざわ講

座（金沢市・板橋区との連携セミナー） 

  視聴者数：(1)164 名、(2)459 名、(3)237 名、(4)160 名 

事業費 23,625,081 円 【31 年度 23,245,988 円 (前年度比 379,093 円)】 
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短 評 

評価・B＜順調＞ 

新型コロナウイルス感染拡大により、対面形式によるリアル開催からオンライ

ン開催に変更のうえ実施した。オンラインは初の試みであり、操作性や集客方

法等に数多くの課題が見られた。結果として、出展者アンケートの満足度も著

しく低下したため、今後はオンラインと対面それぞれの特長を生かし、相乗効

果を生むような見本市となるよう見直しを図っていく。 

（３号事業） 

事業名 区外見本市事業 

計 画 

① OPIE（レーザー・レンズ光総合技術展）出展 

 期間：令和 2 年 4 月 22 日（水）～24 日（金） 

 会場：パシフィコ横浜 

 区内関連企業を募り出展（6 小間） （出展者数：9 社） 

② 専門展示会出展助成 

分野別・テーマ別に開催される専門展示会に出展する区内企業を対象に、経

費の 1/2（限度額 20 万円）を助成する。（年間助成件数 30 件） 

実施内容 

① OPIE（レーザー・レンズ光総合技術展）※主催者判断により中止 

 期間：令和 2 年 4 月 22 日（水）～24 日（金） 

 会場：パシフィコ横浜 

 区内関連企業を募り出展（6 小間） （出展者数：9 社） 

② 専門展示会出展助成 

 助成件数 ８件 

事業費 1,783,704 円 【31 年度 20,021,198 円 (前年度比△18,237,494 円)】 

短 評 

評価・D＜停滞＞ 

板橋区の産業・企業を区外に周知する機会の場である区外展示会板橋区ブース

の共同出展は、新型コロナウイルス感染拡大により「OPIE」が中止となった。

共同出展の展示会以外への出展助成については、販路拡大に取り組む企業への

バランスの取れた支援であるが、展示会の中止や延期が相次いだため、助成企

業が減少した。 

（３号事業） 

事業名 受発注支援事業 

計 画 

① コーディネーターの巡回による個別企業情報の収集及び受発注の相談等 

  コーディネーター ４人→６人 

② 板橋区ものづくり企業商談会 11 月 13 日開催（文化会館） 

③ 個別支援（技術・経営課題解決、販路開拓等のサポート） 7 社サポート 

④ 飲食店サポート事業助成金【補正 13 号議案】 

飲食店が、新たに宅配やテイクアウト等により販路拡大を図り、売り上げを

確保する取組に要した経費の一部を助成する。 
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⑤ クラウドファンディング活用支援事業助成金【補正 13 号議案】 

クラウドファンディングを通じて、事業の継続・拡大を図ることに要した経

費（クラウドファンディング手数料）を助成する。 

⑥ 新型コロナウイルス感染拡大防止事業助成金【補正 16 号議案】 

新型コロナウイルス感染拡大防止のための備品購入・工事等に要した経費及

びテレワーク環境の構築に要した経費の一部を助成する。 

⑦ 営業活動促進事業助成金【補正 16 号議案】 

アフターコロナ・ウィズコロナを見据え、区内事業者が新たに動画作成や広

告掲載等の広告宣伝活動やマーケティングにより販路拡大を図ろうとする際

に発生する経費の一部を助成する。 

実施内容 

① コーディネーターの巡回による個別企業情報の収集及び受発注等の相談 

コーディネーター２人増員 

巡回等相談件数 3,673 件 斡旋 154 件 

企業サポートマネージャー 訪問件数 643 件 

② 板橋区ものづくり企業商談会 11 月 13 日(金)開催（文化会館４階） 

 参加社 延べ 45 社（発注側 22 社、受注側 23 社、商談件数 90 件） 

③ 個別支援 

・販路開拓翻訳経費助成 助成件数 2 件 

 ・技術・経営課題解決、販路開拓等のサポート 16 社サポート 

※（技術大賞フォローアップ含む） 

④ 飲食店サポート事業助成金【補正 13 号議案】 

助成件数 72 件 

⑤ クラウドファンディング活用支援事業助成金【補正 13 号議案】 

専門家派遣件数 15 件 申請件数 ５件 助成件数 ２件 

⑥ 新型コロナウイルス感染拡大防止事業助成金【補正 16 号議案】 

助成件数 401 件 

⑦ 営業活動促進事業助成金【補正 16 号議案】 

助成件数 174 件 

事業費 110,636,470 円【31 年度 19,819,093 円 (前年度比 90,817,377 円)】 

短 評 

評価 A＜目標以上＞ 

新型コロナウイルス感染拡大により、企業サポートコーディネーターの巡回

訪問や面会が困難な状況であったため、積極的にメール、電話及びオンライン

会議システムを活用し、区内企業への支援を行った。今後も、区内企業の課題

の実態把握と公社からの情報発信を行っていく。 

「ものづくり企業商談会」は、例年より参加企業が少なかったものの、対面開

催としたことで丁寧な商談ができ、参加企業の満足度は高いものとなった。ま

た、他区主催の商談会への参加や販路開拓サポートを通じ受発注拡大の支援を

行った。 
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 また、新型コロナウイルス感染拡大により、平時の事業活動が困難な企業等

の販路拡大に関する取組や感染防止対策を促進する取組に対する助成金を創設

し、区内事業者の持続化支援を行った。 

（３号事業） 

事業名 新産業参入支援事業 

計 画 医療機器産業参入支援、医工連携による製品開発及び製品化の支援 

実施内容 

医療機器産業参入支援（医工連携による製品開発及び製品化の支援） 

 ・医療機器製造業等登録手数料助成金 ３件（製造販売業２、修理業１） 

・医工連携アドバイザー派遣 ３件 

・医工連携セミナー11 月 12 日実施「サイバニクス産業が拓く医療福祉の未

来」※いたばし産業見本市再掲 

・【東京都・板橋区医工連携交流会（オンライン） 3 病院合同開催】 

 帝京大学医学部附属病院、東京都健康長寿医療センター、日本大学医学部附

属板橋病院による臨床ニーズ発表、区内企業 PR  視聴参加者：113 名 

・国際モダンホスピタルショウ 2020 ※主催者判断により中止 

    会期：令和２年 7 月１日（水）～3 日（金）  

   会場：東京ビッグサイト南ホール 区内企業 7 社と共同出展（４小間） 

事業費 479,493 円 【31 年度 1,577,743 円 (前年度比△1,098,250 円)】 

短 評 

評価 C＜維持＞ 

新型コロナウイルス感染拡大に伴い、医療分野における国内最大級の展示会で

ある国際モダンホスピタルショウが中止となるなど対面での交流が難しい中、

「医工連携交流会」をオンラインにて開催した。これまで医療機関ごとに実施し

ていた交流会を区内中核３病院の合同で実施することにより、より多くの臨床ニ

ーズの提供を受けることができ、参加者の拡大につながった。今後も多様な方法

による医療機関等と区内ものづくり企業との交流を図っていく。 

 
4 号事業 技術開発支援に関する事業 

事業名 産業デザイン事業 

計 画 製品開発・ホームページ作成支援等広告宣伝支援 派遣件数 44 件 

実施内容 
製品開発・ホームページ作成支援等広告宣伝支援  

デザイナー派遣件数 54 件 

事業費 891,460 円 【31 年度 699,443 円 (前年度比 192,017 円)】 

短 評 

評価 A＜目標以上＞ 

派遣先は中小企業中心だが個店など個人事業主からの依頼も増加している。支援

内容の半数以上はホームページの作成、リニューアルである。今年度は緊急に実

施した営業活動助成金の支援としての利用もあり、実績が大幅に増えた。 
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（４号事業） 

事業名 新製品・新技術開発チャレンジ支援事業 

計 画 

① 新製品・新技術の開発経費助成（最大 300 万円×5 件） 

② 技術系アドバイザー派遣 

③ 産学公連携研究開発費助成（最大 150 万円×２件） 

④ 公設試験研究機関施設利用助成 

⑤ 産学公連携相談・コーディネイト 

実施内容 

① 新製品・新技術の開発経費助成（最大 300 万円×5 件） 

  応募 12 件 採択５件  ※採択企業については全社目標達成 

② 技術系アドバイザー派遣 

採択企業５社に計 15 回訪問 ※不採択企業へは技術系コーディネーター 

による個別支援メニューを用意 実績はなし。 

③ 産学公連携研究開発費助成（最大 150 万円×２件） 

  3 件申請受付 ２件助成 

④ 公設試験研究機関施設利用助成 6 件交付 

⑤ 産学公連携相談・コーディネイト ３件 

事業費 18,048,556 円 【31 年度 22,309,810 円 (前年度比△4,261,254 円)】 

短 評 

評価 B＜順調＞ 

開発チャレンジ補助金の採択企業は全社当初の目標を変更することなく達成す

ることが出来た。一部企業は技術系アドバイザーのサポートにより完了に導く

ことが出来た。 

（４号事業） 

事業名 製品技術大賞事業 

計 画 
① 競争力のある優れた製品技術の表彰 応募 25 件、表彰 13 件 

② 受賞企業製品ＰＲ活動（ＰＲ映像制作等） 

実施内容 

① 競争力のある優れた製品技術の表彰 

24 件応募 14 件受賞 

② 受賞企業製品ＰＲ活動（ＰＲ映像制作等） 

  受賞パンフレット・PR 映像制作、工業系新聞掲載、区役所等での展示 

事業費 4,351,119 円 【31 年度 4,397,344 円 (前年度比△46,225 円)】 

短 評 

評価 B＜順調＞ 

ＢtoB、BtoC など幅広い分野から 24 件の応募があった。厳正に審査した結

果、振り込め詐欺の防止に係る製品や医療機器、猛暑対策製品など現代社会に

おける課題解決が期待される製品・技術 14 件の表彰を行った。この中には、

自社の技術を臨機応変に新型コロナウイルス対策に応用した製品も含まれた。 

PR 活動としては、区役所１階プロモーションスペースにて 2 週間にわたる展示

を行った。また、工業系新聞に受賞企業の紹介を 14 回にわたり掲載中である。 
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５号事業  事業者の人材の確保・育成に関する事業 

事業名 勤労者能力開発事業 

計 画 

① 宅地建物取引士講座（20 回） 

② ファイナンシャルプランナー3 級講座（10 回） 

③ 日商簿記３級講座（12 回） 

④ IT パスポート講座（10 回） 

実施内容 

① 宅地建物取引士講座（20 回） 

  開催日（予定） ５月 13 日から９月 30 日（毎週水曜日） 

  ※ 新型コロナウイルス感染拡大により中止 

② ファイナンシャルプランナー３級講座（10 回） 

  開催日 ６月 17 日から８月 19 日（毎週水曜日） 

  参加者 26 人 

③ 日商簿記３級講座（12 回） 

  開催日 10 月７日から 12 月 23 日（毎週水曜日） 

  参加者 ２７人 

④ ＩＴパスポート講座（10 回） 

  開催日 11 月４日から１月 13 日（毎週水曜日） 

  参加者 11 人         （12 月 30 日を除く） 

事業費 382,412 円 【31 年度 532,791 円 (前年度比△150,379 円)】 

短 評 

評価Ｂ＜順調＞ 

 ＩＴパスポート講座は、令和２年度から実施した事業である。 

 参加者数は、定員（30 人）より減少したものの、今後の社会ニーズに応えた

講座として必要であると認識している。 

 その他の講座（宅地建物取引士講座を除く）の参加者数は、定員に対して９割

近い参加者数があった。 

 
６号事業  勤労者福祉の増進に関する事業 

事業名 勤労者福利共済事業 

計 画 

区内中小企業のための勤労者福利共済事業の実施 

① 給付事業 

② 福利厚生サービス事業（宿泊施設補助、レジャー施設利用あっせん等） 

実施内容 

区内中小企業のための勤労者福利共済事業の実施 

① 給付事業 670 件 

② 福利厚生サービス事業（宿泊施設補助、レジャー施設利用あっせん等） 

 新型コロナウイルス感染拡大によりバスツアー/ボウリング大会等中止 

 プロ野球観戦券等あっせん事業４企画とも中止または縮小 

 ハイライフいたばしフェスティバル開催中止 

 「お届け！うまいもんマルシェ」ほか代替事業を実施 

【会員数】 2,094 事業所  6,361 人 

【納付金】 入会金  57,000 円 受取会費  38,682,500 円 

事業費 42,111,103 円 【31 年度 68,210,983 円(前年度比△26,099,880 円)】 
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短 評 

評価Ｂ＜順調＞ 

年度内２回の入会キャンペーンをはじめ、通常入会に関するＰＲは年間を通

して実施している。 

毎年、入会キャンペーン時には、各種団体等へ事業説明など制度・事業サー

ビスをＰＲすることを実施していたが、新型コロナウイルス感染拡大により、

十分な周知ができなかった。 

 しかし、会員からの事業・サービスの評価は変わらず高いことから、引き続

き制度の魅力を発信する機会を充実していくとともに、主催事業・斡旋内容等

に新たな企画を取り入れ、魅力向上を図っていく。 

 

(1) 加入状況 

時 期 事業所数 加入者数 

発 足 時(S60.8.1) 401 所 2,008 人 

平成 31 年３月末日 2,310 所 6,663 人 

令和２年 3 月末日 2,207 所 6,558 人 

令和３年３月末日 2,094 所 6,361 人 

          入会 63 所（429 人）、退会 176 所（626 人） 

(2) 納付金等の収入   

内  容 金額（円） 延人数（人） 月平均（人） 

納付金等 計 38,739,500 ― ― 

加入金（加入時に 200 円） 57,000 285 24 

納付金（月額 500 円） 38,682,500 77,365 6,447 

(3) 事業実績    

事 業 名 利用件数（件） 支出金額（円） 収入金額（円） 

給付事業（各種祝金等） 670 8,150,000 ― 

福利厚生事業 計 14,345 33,760,243 20,298,015 

宿泊施設 

指定宿泊補助等 
1,029 4,158,000 ― 

レジャー施設 

遊園地等 1 日ﾌﾘｰﾊﾟｽ券割引等 
3,839 5,564,440 2,635,100 

文化・教養施設 

文化会館主催事業補助・割引等 
29 73,500 56,400 

健康・スポーツ 

スポーツクラブ利用補助 

人間ドック利用補助等 

2,143 2,332,100 322,600 

あっせん事業 

スポーツ観戦チケット割引 

美術館、展示会チケット割引等 

7,228 20,389,773 16,756,065 
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主催事業 

  ﾊﾞｽﾂｱｰ、ﾗｲﾌｱｯﾌﾟｾﾐﾅｰ等  
77 1,242,430 527,850 

雑費 

 過年度事業中止による返金等  
― 200,860 ― 

雑収入 

 会員カード再発行・手数料等 
214 ― 39,635 

事業費 合計 15,229 42,111,103 20,337,650 

広報費 

共済ニュース（8 回） 

その他各種広報 

 ハイライフフェスティバル 

 

(会員に配布) 

 

中止 

5,936,280 ― 

 
７号事業  信用保証に関する事業 

事業名 信用保証事業〈公社による信用保証は平成 16 年 3 月末で終了〉 

計 画 

① 求償権債権等の回収業務  

回収見込み額 8,500 千円  その他収益見込額 1,745 千円 

② 信用保証条件の変更・保証債務の代位弁済 

 保証債務 15 件 19,000 千円 

実施内容 

① 求償権債権等の回収業務                 448 件 

求償権回収金 12,779,352 円 

② 信用保証条件の変更（返済期間の延長、返済金額の変更等） 14 件 

保証債務の代位弁済                    ０件 

信用保証料収益  157,139 円 

事業費 16,923,449 円 【31 年度 17,074,480 円 (前年度比△151,031 円)】 

短 評 

評価Ｂ＜順調＞ 

公社経営計画に基づき、昨年度に引続いて債務者の個別事情に応じた債権回収の

最大化を図った。また、求償権 32 件を償却し、90 件を管理事務停止にするな

ど管理上の債権整理を進めた。 

※信用保証に関する事業実行状況については別掲する。 

 
８号事業  他法人等から受託する事業 

事業名 板橋区立ハイライフプラザの運営業務 

計 画 施設の利用受付に関すること 

実施内容 施設の利用受付に関すること 

事業費 7,754,373 円【31 年度 6,714,050 円（前年度比 1,040,323 円）】 

短 評 
評価 B＜順調＞ 

板橋区から受託した施設の利用受付業務などを円滑に実施した。 
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９号事業  その他公社の目的を達成するために必要な事業 

事業名 板橋区及び産業団体主催事業への後援・協賛 

計 画 産業団体の各種事業後援 等 

実施内容 産業団体の各種事業後援 等  後援名義 3 件 

 

信用保証に関する事業実行状況(別掲) 

 

(1) 保証債務残高 

   12 件  15,979,000 円 

 

(2) 条件変更実行状況 

   返済方法の変更 14 件 

 

(3) 信用保証料状況 

                                      

（単位：円） 

 

収入額 157,139 円   保証料収入総額 2,303,094,577 円 

 

受付実績 

内  容 件数（人） 

施設見学・相談 2,740 件 

電話相談 2,303 件 

施設予約・変更 1,151 件 

施設業者立会い 160 件 

利用案内等 8,485 件 

合  計 14,839 件 

【参考】区立ハイライフプラザ利用実績 

区 分 回 数 人 員 

ホール 1,030 30,181 

会議室 338 3,027 

合 計 1,368 33,208 

(4) 当該年度代位弁済状況 

なし  
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(５) 代位弁済額・求償権回収状況 

（単位：円） 

 

代位弁済 求償権回収金 

代位弁済額 総額 
回収金額 総額 

件数 金額 件数 金額 

平成 28 年度 0 0 2,034 4,132,966,675 24,956,874 1,577,617,708 

 
平成 29 年度 0 0 2,034 4,132,966,675 25,889,745 1,603,507,453 

 

 
平成 30 年度 0 0 2,034 4,132,966,675 28,001,967 1,631,509,420 

平成３１年度 0 0 2034 4,132,966,675 20,544,883 1,652,054,303 

令和２年度 0 0 2034 4,132,966,675 12,779,352 1,664,833,655 

 

(6) 求償債権償却 

（単位：円） 

 
令和２年度 平成３1 年度 

件数 償却額 件数 償却額 

① 破産宣告等法的手続開始 4 8,166,589 17 24,446,834 

② 死亡・失そう・行方不明等 1 835,746 11 12,549,350 

③ 事業再起不能 27 25,323,409 47 54,323,642 

（③うち、一括弁済による債務免除） （22） 22,602,854 （24） 24,453,878 

合   計 32 34,325,744 75 91,319,826 

 

 (7) 代位弁済債権（求償債権）の管理状況 

 
代位弁済額総額（昭和 52 年～令和２年度） 2,034 件  4,132,966,675 円 

回収金 

 

1,664,833,655 円 

管理停止 

1,233 件 

2,377,517,171 円 

管理中の債権 

45 件（元本返済 10 件を除く） 

90,615,849 円 

償却管理求償債権 

27 件 

57,259800 円 

通常管理求償債権 

18 件 

33,356,049 円 

内訳 公社：17,526,174 円 

区：15,829,875 円 
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会議等開催状況 

 

理事会 

年月日 議  題  結 果 

令和２年第３回 

R2.6.5 

１. 平成 31 年度事業報告及び決算報告 

２. 令和 2 年第 2 回評議員会の招集について 

３. 評議員候補者の推薦について 

４. 評議員選定委員会委員の選任について 

５. 勤労者福利共済事業運営協議会委員の選任について 

６. 事業報告等に係る提出書類について 

可 決 

１. 職務執行状況の報告 

２. 評議員会報告 

３. 区および公社における新型コロナウイルス感染症に 

係る支援策について 

４. 今後の産業振興の方向性と区・公社の役割について 

報 告 

令和２年第４回 

R2.6.23 

１. 代表理事の選定について 

２. 令和２年度事業計画の変更について 

３. 令和２年度収支予算の変更について 

書面によ

る決議 

令和２年第５回 

R2.7.31 

１. 令和２年第３回評議員会の招集について 

２. 令和２年度事業計画の変更（２回目）について 

書面によ

る決議 

令和２年第６回 

R2.11.30 

１. 勤労者福利共済事業運営協議会委員の選任について 可 決 

１. 職務執行状況の報告について 

２. 令和２年度予算執行状況及び執行見込みについて 

３. 令和３年度実施事業及び予算について 

４. 評議員会報告について 

５. 区・産業振興公社のあり方検討会について 

報 告 

令和２年第 7 回 

R2.12.23 

１. 令和２年度事業計画の変更について（補正２号） 

２. 令和２年度収支予算の変更について（補正２号） 

書面によ

る決議 

令和３年第１回 

R３.2.５ 

１. 令和３年度事業計画 

２. 令和３年度収支予算 

３. 令和３年度資金調達及び設備投資の見込みについて 

４. 令和３年第１回評議員会の招集について 

可 決 

１. 板橋区勤労者福利共済事業について 報 告 
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評議員会 

年月日 議  題 結 果 

令和２年第 2 回 

R2.6.22 

１. 理事の選任について 

２. 貸借対照表、損益計算書（正味財産増減計算書） 

および財産目録の承認について 

可 決 

１. 令和２年第２回・３回理事会について 

２. 平成 31 年度事業報告および決算報告について 

３. 区および公社における新型コロナウイルス感染症に 

 係る支援策について 

４. 今後の産業振興の方向性と区・公社の役割について 

報 告 

令和２年第３回 

R2.8.13 

１. 理事の選任について  
書面によ

る決議 

１. 令和２年度事業計画および収支予算の変更について 報 告 

令和３年第１回 

R３.３.８ 

１. 令和３年第１回理事会について 

２. 令和３年度事業計画 

３. 令和３年度収支予算 

４. 令和３年度資金調達及び設備投資の見込みについて 

報 告 

 

評議員選定委員会 

年月日 議  題 結 果 

R2.6.17 １. 評議員の選任について 選 任 

 

中小企業勤労者福利共済事業運営協議会 

年月日 議  題 備 考 

R2.6.17 

１. 平成 31 年度勤労者福利共済事業実績報告 

２. 令和２年度勤労者福利共済事業計画 

３. 新型コロナウイルス感染拡大防止に伴う事業等の影響 

 

R３.２.４ 

１. 新任委員（２名）委嘱状交付 

２. 令和２年度勤労者福利共済事業実施状況 

３. 令和３年度勤労者福利共済事業計画（案） 

 

 

監事による監査 

年月日 監査事項 結 果 

R2.5.19 
１. 平成 31 年度の業務執行 

２. 平成 31 年度の収支決算 
承 認 

 

区財政援助団体監査 

年月日 監査事項 備 考 

R2.9.3. １. 平成 31 年度の区補助金に関する監査  
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(単位：円)

場所・物量等 使用目的等 金額

(流動資産)

現金預金

　現金 板橋区情報処理センター保管 手許資金として使用している。 50,000

ハイライフプラザいたばし保管 手許資金として使用している。 330,000

　当座預金 みずほ銀行　板橋支店
信用保証事業(他２事業)に関する口座とし
て使用している。

10,000

　普通預金 みずほ銀行　板橋支店　(事務費) 運転資金口座として使用している。 23,485,107

東京信用金庫　板橋支店　(事務費) 運転資金口座として使用している。 1,915,996

みずほ銀行　板橋支店　（共通口座） 運転資金口座として使用している。 17,999,006

ゆうちょ銀行 郵便振替口座として使用している。 139,000

みずほ銀行　板橋支店　(事業費)
勤労者福祉事業(公益目的事業)等に関する
口座として使用している。

26,235,509

きらぼし銀行　板橋支店　(事業費)
勤労者福祉事業(公益目的事業)等に関する
口座として使用している。

41,432,716

きらぼし銀行　板橋支店　(管理費)
勤労者福祉事業(公益目的事業)等に関する
口座として使用している。

432,200

みずほ銀行　板橋支店　(回収金)
信用保証事業(他２事業)に関する口座とし
て使用している。

970,662

みずほ銀行　板橋支店　(保証料)
信用保証事業(他２事業)に関する口座とし
て使用している。

2,892,448

ゆうちょ銀行　(回収金)
信用保証事業(他２事業)に関する口座とし
て使用している。

136,885

西京信用金庫　大山支店 運転資金口座として使用している。 44,557

　定期預金 東京信用金庫　板橋支店 運転資金口座として使用している。 34,500,000

巣鴨信用金庫　板橋支店 運転資金口座として使用している。 10,000,000

西京信用金庫　大山支店 運転資金口座として使用している。 20,000,000

未収金 板橋区他
受託事業(他１事業)に関する未収金等であ
る。

614,667

前払金 主催事業費他 2,956,101

184,144,854

(固定資産)

基本財産 有価証券 神奈川県公債平成第23回あ号
運用益を管理運営のための財源として充
てるために使用している。

100,000,000

第10回 利付国債 (30年)
運用益を管理運営のための財源として充
てるために使用している。

94,075,740

第62回 利付国債 (20年)
運用益を管理運営のための財源として充
てるために使用している。

99,664,300

政府保証第174回 日本高速道路保有債務
返済機構債券

運用益を管理運営のための財源として充
てるために使用している。

99,612,820

政府保証第178回 日本高速道路保有債務
返済機構債券

運用益を管理運営のための財源として充
てるために使用している。

99,738,130

第146回 福岡北九州高速道路債券
運用益を管理運営のための財源として充
てるために使用している。

99,882,310

普通預金 巣鴨信用金庫　板橋支店
運用益を管理運営のための財源として充
てるために使用している。

7,026,700

特定資産 代位弁済準備積立預金 西京信用金庫　大山支店　定期預金
代位弁済(他２事業)のための財源として使
用している。

10,000,000

東京信用金庫　板橋支店　定期預金
代位弁済(他２事業)のための財源として使
用している。

5,500,000

共済事業引当預金 東京信用金庫　板橋支店　定期預金
公益目的事業等(共済事業)のための財源と
して使用している。

13,500,000

供託金積立預金 みずほ銀行　板橋支店　普通預金
供託金(他２事業）のための財源として使
用している。

24,150,000

財産目録
令和３年３月３１日現在

貸借対照表科目

流動資産合計
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(単位：円)

場所・物量等 使用目的等 金額貸借対照表科目

その他固定資産 什器備品 セキュリティ機器他
事業及び管理に使用している共用資産で
ある。

163,433

リース資産 福利共済用会計システム
公益目的事業及び給付事業（他３事業）
に使用しているシステムである。

732,240

福利共済システム
公益目的事業及び給付事業（他３事業）
に使用しているシステムである。

2,143,456

融資斡旋システム
信用保証事業(他２事業)に使用しているシ
ステムである。

3,002,400

PC等
事業及び管理に使用している共用資産で
ある。

1,330,560

求償権 18件
信用保証事業(他２事業)に係る債権であ
る。

17,526,174

保証債務見返 12件
信用保証事業(他２事業)に係る保証債務残
高である。

15,979,000

供託金 2件
信用保証事業(他２事業)に関して、供託し
ている金額である。

2,850,000

投資有価証券 第10回 利付国債 (30年) 9,877,980

東京グリーンボンド(外貨) 42,180,000

中央労働金庫 10,000

748,945,243

933,090,097

(流動負債)

未払金 委託料・未払社会保険料等である。 6,347,321

板橋区補助金返還金額 板橋区へ返還予定の補助金金額である。 15,552,439

前受金 事業前受金 公益目的事業の前受金である。 2,579,400

預り金
源泉所得税・預かり社会保険料等であ
る。

233,244

短期リース債務
株式会社オプティマ
日立キャピタルＮＢＬ株式会社

福利共済用会計システム、福利共済シス
テム、融資斡旋システム及びＰＣ等に係
る1年内返済予定のリース債務である。

7,031,208

未払消費税等 528,300

32,271,912

(固定負債)

代位弁済支払準備金
代位弁済(他２事業)のための準備金であ
る。

15,500,000

求償権償却準備金 18件
求償権償却(他２事業)のための準備金であ
る。

17,526,174

保証債務 12件
信用保証事業(他２事業)に係る保証債務残
高である。

15,979,000

長期リース債務
株式会社オプティマ
日立キャピタルＮＢＬ株式会社

福利共済用会計システム、福利共済シス
テム、融資斡旋システム及びＰＣ等に係
る1年超返済予定のリース債務である。

1,286,759

50,291,933

82,563,845

850,526,252

固定資産合計

　　　　　　　　正味財産

　　　　　　　　資産合計

流動負債合計

固定負債合計

　　　　　　　　負債合計
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(単位：円）

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（１）経常収益

基本財産運用益 7,075,000 7,242,000 △ 167,000

基本財産受取利息 7,075,000 7,242,000 △ 167,000

特定資産運用益 9,000 24,000 △ 15,000

特定資産受取利息 9,000 24,000 △ 15,000

事業収益 98,893,000 96,936,000 1,957,000

受取入会金 90,000 90,000 0

受取会費 39,450,000 40,050,000 △ 600,000

経営支援事業収益 440,000 110,000 330,000

交流推進事業収益 6,230,000 1,900,000 4,330,000

技術開発事業収益 290,000 290,000 0

勤労者能力開発事業収益 1,650,000 1,560,000 90,000

福利厚生事業収益 38,373,000 35,924,000 2,449,000

受託事業収益 7,244,000 7,367,000 △ 123,000

信用保証料収益 126,000 145,000 △ 19,000

求償権回収収益 1,600,000 3,400,000 △ 1,800,000

求償権償却準備金戻入益 2,400,000 5,100,000 △ 2,700,000

代位弁済支払準備金戻入益 1,000,000 1,000,000 0

受取補助金等 214,613,000 182,503,000 32,110,000

受取補助金 214,613,000 182,503,000 32,110,000

受取寄付金 3,000 3,000 0

受取寄付金 3,000 3,000 0

雑収益 1,866,000 2,002,000 △ 136,000

受取利息 946,000 952,000 △ 6,000

雑収益 920,000 1,050,000 △ 130,000

経常収益計 322,459,000 288,710,000 33,749,000

収支予算書

令和3年4月1日から令和4年3月31日まで

科     目 当年度 前年度 増減
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(単位：円）

科     目 当年度 前年度 増減

（２）経常費用

事業費 324,809,250 300,011,608 24,797,642

給料手当 36,201,300 45,802,800 △ 9,601,500

臨時雇賃金 150,450 5,436,300 △ 5,285,850

退職給付費用 435,600 362,300 73,300

福利厚生費 16,106,100 18,210,700 △ 2,104,600

会議費 53,000 83,000 △ 30,000

旅費交通費 2,270,000 3,710,801 △ 1,440,801

通信運搬費 3,943,700 5,204,701 △ 1,261,001

減価償却費 6,524,500 6,841,600 △ 317,100

備品費 85,000 90,001 △ 5,001

消耗品費 1,396,500 1,579,201 △ 182,701

印刷製本費 3,708,250 4,275,800 △ 567,550

賃借料 2,634,000 2,528,600 105,400

諸謝金 2,590,000 2,429,000 161,000

租税公課 720,000 436,000 284,000

支払負担金 10,367,000 5,468,000 4,899,000

支払助成金 63,300,000 25,900,000 37,400,000

委託費 82,988,200 83,768,101 △ 779,901

新聞図書費 164,000 164,000 0

支払手数料 891,450 850,301 41,149

広報費 11,620,200 11,263,501 356,699

表彰費 830,000 828,000 2,000

主催事業費 68,577,000 64,475,000 4,102,000

給付金 9,000,000 9,730,000 △ 730,000

求償権回収金支払費用 1,000 1,000 0

信用保証料返戻費用 1,000 1,000 0

支払利息 185,000 455,901 △ 270,901

雑費 66,000 116,000 △ 50,000

管理費 11,459,750 12,920,392 △ 1,460,642

役員報酬 380,000 350,000 30,000

給料手当 4,556,700 4,886,200 △ 329,500
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(単位：円）

科     目 当年度 前年度 増減

臨時雇賃金 26,550 926,700 △ 900,150

退職給付費用 128,400 110,700 17,700

福利厚生費 1,817,900 2,021,300 △ 203,400

研修費 200,000 360,000 △ 160,000

会議費 60,000 95,000 △ 35,000

旅費交通費 206,000 244,199 △ 38,199

通信運搬費 76,300 60,299 16,001

減価償却費 103,500 100,400 3,100

備品費 15,000 9,999 5,001

消耗品費 61,500 43,799 17,701

印刷製本費 27,750 15,200 12,550

賃借料 761,000 695,400 65,600

保険料 155,000 160,000 △ 5,000

諸謝金 30,000 0 30,000

租税公課 50,000 50,000 0

支払負担金 64,000 64,000 0

委託費 2,226,800 2,246,899 △ 20,099

新聞図書費 130,000 130,000 0

支払手数料 319,550 303,699 15,851

広報費 40,800 23,499 17,301

支払利息 3,000 3,099 △ 99

雑費 20,000 20,000 0

経常費用計 336,269,000 312,932,000 23,337,000

当期経常増減額 △ 13,810,000 △ 24,222,000 10,412,000

当期一般正味財産増減額 △ 13,810,000 △ 24,222,000 10,412,000

Ⅱ　指定正味財産増減の部

基本財産運用益 2,830,000 2,896,800 △ 66,800

基本財産受取利息 2,830,000 2,896,800 △ 66,800

一般正味財産への振替額 △ 2,830,000 △ 2,896,800 66,800

一般正味財産への振替額 △ 2,830,000 △ 2,896,800 66,800

当期指定正味財産増減額 0 0 0
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公益財団法人板橋区産業振興公社理事・監事名簿 
 

役 職 氏 名 備 考 

 
（理事） 

  

理事長 坂本 健 板橋区長 

専務理事 橋本正彦 板橋区副区長 

理事 鈴木 孝 一般社団法人板橋産業連合会副会長 

理事 斉藤得弥 板橋区商店街連合会副会長 

理事 佐藤勝也 
東京商工会議所板橋支部 

交通運輸分科会長 

理事 白根美保 
㈱日本政策金融公庫 

板橋支店長兼国民生活事業統轄 

理事 佐藤知正 東京大学大学院名誉教授 

理事 大湊 満 元凸版印刷（株）相談役 

 
（監事） 

  

監事 浦田秀明 公益社団法人板橋法人会副会長 

監事 亀石浩司 税理士 
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公益財団法人板橋区産業振興公社評議員名簿 

役 職 氏 名 備 考 

（産業界代表） 

評議員 大島隆夫 一般社団法人板橋産業連合会会長 

評議員 木田孝雄 板橋区商店街連合会会長 

評議員 岩月宏昌 東京商工会議所板橋支部会長 

（金融機関代表） 

評議員 田村和久 巣鴨信用金庫理事長 

（板橋区議会代表） 

会長 坂本東生 板橋区議会議長 

評議員 篠田 剛 板橋区議会区民環境委員会副委員長 

（板橋区代表） 

評議員 堺 由隆 板橋区産業経済部長 

評議員 小林 惣 板橋区産業経済部産業振興課長 
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別表第１ 

適用者 報酬月額 

常勤理事 420,500 円 

 

別表第２ 

適用者 報酬日額 

非常勤理事 10,000 円 

非常勤監事 10,000 円 

評議員 10,000 円 

 

別表第３ 

適用者 報酬額 

非常勤監事 監査業務 1 回あたり 50,000 円 

 

別表第４ 

自転車等を使用する役員の通勤手当月額表 

職員の区分 １ ２以外の職員 

 
 

２ 身体に障がいを有する職員で理事長

により通勤が困難であると認められる

もの 

自転車等の片道 

の使用距離の区分 

５キロメートル未満 2,600 円 3,900 円 

５キロメートル以上 

10 キロメートル未満 

3,000 円 5,300 円 

10 キロメートル以上 

15 キロメートル未満 

5,000 円 8,100 円 

15 キロメートル以上 

20 キロメートル未満 

7,000 円 10,900 円 

20 キロメートル以上 

25 キロメートル未満 

9,000 円 13,700 円 

25 キロメートル以上 

30 キロメートル未満 

11,000 円 16,500 円 

30 キロメートル以上 

35 キロメートル未満 

11,000 円 19,300 円 

35 キロメートル以上 

40 キロメートル未満 

13,000 円 22,100 円 

40 キロメートル以上 13,000 円 24,900 円 
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公益財団法人 板橋区産業振興公社 

〒173-0004 東京都板橋区板橋二丁目 65番 6号 

TEL  3579-2175    FAX  3963-6441 
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